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 別紙 中央制御室の気密性に関する計算書 
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1. 概要 

本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」第 38 条に

おいて設置することが要求されている中央制御室について，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本

方針」に基づき，中央制御室遮蔽の地震時の構造強度及び機能維持の確認について説明

するものであり，その評価は，地震応答解析による評価及び応力解析による評価により

行う。 

なお，中央制御室は，Ⅴ-1-7-3「中央制御室の居住性に関する説明書」において，「実

用発電用原子炉及びその付属施設の技術基準に関する規則」第 38 条及び第 74 条並びに

それらの「実用発電用原子炉及びその付属施設の技術基準に関する規則の解釈」に基づ

く居住性の評価を行っており，中央制御室換気設備の処理対象となるバウンダリ（以下

「中央制御室バウンダリ」という。）を定めている。以下，中央制御室のうち構造強度及

び遮蔽性が要求される範囲（以下「中央制御室遮蔽」という。）と中央制御室バウンダ

リの耐震評価をそれぞれ示す。 
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2. 基本方針（中央制御室遮蔽） 

中央制御室遮蔽は設計基準対象施設においては「Ｓクラスの施設」に，重大事故等対

処施設においては「常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備」に分類

される。以下，それぞれの分類に応じた中央制御室遮蔽としての耐震評価を示す。 

 

2.1 位置 

中央制御室遮蔽は，コントロール建屋の一部を構成している。中央制御室遮蔽を含

むコントロール建屋の位置を図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

図 2－1 中央制御室遮蔽を含むコントロール建屋の設置位置 
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注：東京湾平均海面（以下「T.M.S.L.」という。） 

 

図 2－2 中央制御室遮蔽の概略平面図（1/3） 

（RF，T.M.S.L.24.1m） 

  

：中央制御室遮蔽（床）を示す。 

 

（単位：m） 

5
9
.
0
 

42.0 



 

5 

K
7
 
①

 Ⅴ
-
2
-
8
-
4-
3
 
R
0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2 中央制御室遮蔽の概略平面図（2/3） 

（2F，中央制御室（上部），T.M.S.L.17.3m） 

  

：中央制御室遮蔽（壁）を示す。 

：中央制御室遮蔽（床）を示す。 
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図 2－2 中央制御室遮蔽の概略平面図（3/3） 

（1F，中央制御室（下部），T.M.S.L.12.3m）  

：中央制御室遮蔽（壁）を示す。 
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2.3 評価方針 

中央制御室遮蔽は，設計基準対象施設においては「Ｓクラスの施設」に，重大事故

等対処施設においては「常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備」

に分類される。 

中央制御室遮蔽は，中央制御室を取り囲む耐震壁，床スラブ及び天井スラブで構成

されており，設計基準対象施設としての評価においては，弾性設計用地震動Ｓｄによ

る地震力または静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対する評価（以下「Ｓｄ地

震時に対する評価」という。）及び基準地震動Ｓｓによる地震力に対する評価（以下

「Ｓｓ地震時に対する評価」という。）を行う。 

中央制御室遮蔽の評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，「3. 地震応

答解析による評価方法（中央制御室遮蔽）」においては，耐震壁についてせん断ひずみ

の評価を，「4. 応力解析による評価方法（中央制御室遮蔽）」においては，耐震壁，

床スラブ及び天井スラブについて断面の評価を行うことで，地震時の構造強度及び機能

維持の確認を行う。それぞれの評価は，Ⅴ-2-2-9「コントロール建屋の地震応答計算書」

の結果を踏まえたものとする。評価にあたっては材料物性の不確かさを考慮する。表 2

－1 に材料物性の不確かさを考慮する解析ケースを示す。 

静的地震力に対する評価については，平成 4 年 10 月 13 日付け 4 資庁第 8732 号に

て認可された工事計画の添付資料「Ⅳ-2-2-1 コントロール建屋の耐震性についての計

算書」（以下「既工認」という。）にて実施しているため，弾性設計用地震動Ｓｄ

による地震力または静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対する評価は，弾

性設計用地震動Ｓｄによる地震力に対する評価を行うこととする。  

なお，中央制御室遮蔽の地震時の構造強度及び機能維持の確認には，地震応答解析

による評価において保有水平耐力の評価及び支持機能の確認が必要であるが，中央制

御室遮蔽がコントロール建屋の一部であることを踏まえ，中央制御室遮蔽を含むコン

トロール建屋全体としての評価結果をⅤ-2-2-10「コントロール建屋の耐震性について

の計算書」に示す。 

また，重大事故等対処施設としての評価においては，Ｓｓ地震時に対する評価を行

う。ここで，中央制御室遮蔽では，運転時，設計基準事故時及び重大事故等時の状態

において，圧力，温度等の条件について有意な差異がないことから，重大事故等対処

施設としての評価は，設計基準対象施設としての評価と同一となる。 

中央制御室遮蔽の評価フローを図 2－4 に示す。 
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表 2－1 材料物性の不確かさを考慮する解析ケース 

検討ケース 
コンクリート 

剛性 

回転ばね 

定数 
地盤剛性 備考 

①ケース 1 

（工認モデル） 

実強度 

（43.1N/mm2） 
100% 標準地盤 基本ケース 

②ケース 2 

（建屋剛性＋σ， 

地盤剛性＋σ） 

実強度＋σ 

（46.0N/mm2） 
100% 

標準地盤+σ 

（砂層+13%,古安田層+25%, 

西山層+10%） 

地盤剛性の変化

に伴い，回転ば

ね定数が変化 

③ケース 3 

（建屋剛性－σ， 

地盤剛性－σ） 

実強度－σ 

（40.2N/mm2） 
100% 

標準地盤-σ 

（砂層-13%,古安田層-25%, 

西山層-10%） 

地盤剛性の変化

に伴い，回転ば

ね定数が変化 

④ケース 4 

（建屋剛性コア平均） 

実強度 

（コア平均） 

（55.7N/mm2） 

100% 標準地盤  

⑤ケース 5 

（建屋剛性-2σ） 

実強度－2σ 

（37.2N/mm2） 
100% 標準地盤  

⑥ケース 6 

（回転ばね低減） 

実強度 

（43.1N/mm2） 
50% 標準地盤  
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注記＊：Ⅴ-2-2-9「コントロール建屋の地震応答計算書」の結果を踏まえた評価を行う。 

 

図 2－4 中央制御室遮蔽の評価フロー 

 

  

評価開始 

基本方針 

地震応答解析による評価＊ 

 

 

 

 

 

応力解析による評価＊ 

断面の評価 

評価終了 

耐震壁のせん断ひずみ

の評価 

○構造強度の確認 

○機能維持の確認 

・遮蔽性の維持 

○構造強度の確認 

○機能維持の確認 

・遮蔽性の維持 
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2.4 適用規格・基準等 

中央制御室遮蔽の評価において，適用する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会）） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電

気協会） 
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3. 地震応答解析による評価方法（中央制御室遮蔽） 

中央制御室遮蔽の構造強度については，Ⅴ-2-2-9「コントロール建屋の地震応答計算

書」に基づき，材料物性の不確かさを考慮した最大せん断ひずみが許容限界を超えない

ことを確認する。 

また，遮蔽性の維持については，Ⅴ-2-2-9「コントロール建屋の地震応答計算書」に

基づき，材料物性の不確かさを考慮した最大せん断ひずみが許容限界を超えないことを

確認する。 

地震応答解析による評価における中央制御室遮蔽の許容限界は，Ⅴ-2-1-9「機能維持

の基本方針」に基づき，表 3－1 及び表 3－2 のとおり設定する。 

 

表 3－1 地震応答解析による評価における許容限界 

（設計基準対象施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持の 

ための考え方 

許容限界 

(評価基準値) 

－ 
構造強度を有

すること 

基準地震動 

Ｓｓ 
耐震壁＊ 

最大せん断ひずみが

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

最大せん断 

ひずみ 

2.0×10-3 

遮蔽性 

遮蔽体の損傷

により遮蔽性

能を損なわな

いこと 

基準地震動 

Ｓｓ 
耐震壁＊ 

最大せん断ひずみが

遮蔽性を維持するた

めの許容限界を超え

ないことを確認 

最大せん断 

ひずみ 

2.0×10-3 

注記＊：建屋全体としては，地震力を主に耐震壁で負担する構造となっており，柱，はり，

間仕切壁等が耐震壁の変形に追従すること，また，全体に剛性の高い構造となっ

ており複数の耐震壁間の相対変形が小さく床スラブの変形が抑えられるため，各

層の耐震壁が最大せん断ひずみの許容限界を満足していれば，建物・構築物に要

求される機能は維持される。 
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表 3－2 地震応答解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持の 

ための考え方 

許容限界 

(評価基準値) 

－ 
構造強度を有

すること 

基準地震動 

Ｓｓ 
耐震壁＊ 

最大せん断ひずみが

構造強度を確保する

ための許容限界を超

えないことを確認 

最大せん断 

ひずみ 

2.0×10-3 

遮蔽性 

遮蔽体の損傷

により遮蔽性

能を損なわな

いこと 

基準地震動 

Ｓｓ 
耐震壁＊ 

最大せん断ひずみが

遮蔽性を維持するた

めの許容限界を超え

ないことを確認 

最大せん断 

ひずみ 

2.0×10-3 

注記＊：建屋全体としては，地震力を主に耐震壁で負担する構造となっており，柱，はり，

間仕切壁等が耐震壁の変形に追従すること，また，全体に剛性の高い構造となっ

ており複数の耐震壁間の相対変形が小さく床スラブの変形が抑えられるため，各

層の耐震壁が最大せん断ひずみの許容限界を満足していれば，建物・構築物に要

求される機能は維持される。 
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4. 応力解析による評価方法（中央制御室遮蔽） 

4.1 評価対象部位及び評価方針 

中央制御室遮蔽の応力解析による評価対象部位は，中央制御室遮蔽を構成する天井

スラブ，床スラブ及び耐震壁とし，弾性応力解析により評価を行う。弾性応力解析に

あたっては，Ⅴ-2-2-9「コントロール建屋の地震応答計算書」による結果を用いて，

荷重の組合せを行う。 

 

4.1.1 天井スラブ及び床スラブ 

(1) Ｓｄ地震時に対する評価 

Ｓｄ地震時に対する評価は，材料物性の不確かさを考慮した鉛直方向の地震力

と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が，「原子力施設鉄筋コン

クリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005 制定）」（以

下「RC-N 規準」という。）に基づき設定した許容限界を超えないことを確認

する。 

 

(2) Ｓｓ地震時に対する評価 

Ｓｓ地震時に対する評価は，材料物性の不確かさを考慮した鉛直方向の地震力

と地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が，「RC-N 規準」に基づき

設定した許容限界を超えないことを確認する。 

 

評価については，各断面についてスラブのスパン，スラブに作用する荷重等を

考慮して，検定値が大きい部材を選定して示す。応力解析による評価フローを図

4－1 に，選定した部材を図 4－2 に示す。 

なお，水平方向の地震荷重に対する評価は，建屋全体が剛性の高い構造となっ

ており，耐震壁間での相対変形が小さく，スラブの面内変形が抑えられることか

ら，「3. 地震応答解析による評価方法（中央制御室遮蔽）」に含まれる。 
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図 4－1 天井スラブ及び床スラブの応力解析による評価フロー 

 

  

評価開始 

地震荷重（鉛直方向）＊ 鉛直荷重 

V-2-2-9「コントロール建屋の 

地震応答計算書」 

（鉛直方向の応答加速度） 

荷重の組合せ 

許容限界の設定 

Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時 

の応力解析 

断面の評価 

評価終了 

解析モデル及び諸元の設定 

注記＊：材料物性の不確かさ  

    を考慮する。  
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(a) 中央制御室（上部）天井スラブ 

（RF，T.M.S.L.24.1m） 

図 4－2 スラブの評価を記載する部材の位置（1/2） 

 

 

  

（単位：m） 
天井スラブ① 
（幅 2.2m） 

天井スラブ② 
（10.2m×6.7m） 
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4.1.2 耐震壁 

(1) Ｓｄ地震時に対する評価 

Ｓｄ地震時に対する評価は，材料物性の不確かさを考慮した地震力と地震力以

外の荷重の組合せの結果により発生する応力が，「RC-N 規準」に基づき設定し

た許容限界を超えないことを確認する。 

応力解析による評価フローを図 4－3 に，対象とする耐震壁を図 4－4 に示す。 

 

  



 

19 

K
7
 
①

 Ⅴ
-
2
-
8
-
4-
3
 
R
0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3 耐震壁の応力解析によるフロー 

 

  

V-2-2-9「コントロール建屋の 

地震応答計算書」 
評価開始 

地震荷重＊ 

 

許容限界の設定 

Ｓｄ地震時の応力解析 

解析モデル及び諸元の設定 

断面の評価 

評価終了 

荷重の組合せ 

注記＊：材料物性の不確かさ  

    を考慮する。  

鉛直荷重 
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4.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している荷重

及び荷重の組合せを用いる。 

 

4.2.1 天井スラブ及び床スラブ 

(1) 荷重 

a. 鉛直荷重 

表 4－1，表 4－2 及び表 4－3 に荷重の一覧を示す。固定荷重(Ｇ)，積載荷

重(Ｐ)及び積雪荷重(ＳＮＬ)は「既工認」に基づき設定する。なお，積雪

量は 280cm とし，長期は 0.7，地震時は 0.35 の係数を乗じた積雪荷重を

考慮する。 

 

表 4－1 固定荷重(Ｇ) 

部位 固定荷重（kN/m2） 

天井スラブ① 15.79 

天井スラブ② 45.11 

床スラブ① 20.20 

 

表 4－2 積載荷重(Ｐ) 

部位 積載荷重（kN/m2） 

天井スラブ① 0.88 

天井スラブ② 0.88 

床スラブ① 5.88 

 

表 4－3 積雪荷重(ＳＮＬ) 

外力の状態 積雪荷重（kN/m2） 

長期 5.79 

地震時 2.89 
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注 1 ：数字は質点番号を示す。 

注 2 ： □ 内は部材番号を示す。 

注 3 ： ○ 印の動的応答を用いる。 

 

図 4－5 基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対する質点系モデル（UD 方向） 
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(2) 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 4－4 に示す。 

 

表 4－4 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重組合せ 

Ｓｄ地震時 Ｇ+Ｐ+ＳＮＬ+Ｓｄ 

Ｓｓ地震時 Ｇ+Ｐ+ＳＮＬ+Ｓｓ 

Ｇ   ：固定荷重 

Ｐ   ：積載荷重 

ＳＮＬ：積雪荷重（天井スラブのみ考慮） 

Ｓｄ ：Ｓｄ地震荷重 

Ｓｓ ：Ｓｓ地震荷重 

 

4.2.2 耐震壁 

水平地震力及び鉛直地震力は，弾性設計用地震動Ｓｄに対する地震応答解析に

より算定される動的地震力より設定する。なお，水平地震力及び鉛直地震力は材

料物性の不確かさを考慮した地震応答解析結果を包絡したものとする。 

 

4.3 許容限界 

応力解析による評価における中央制御室遮蔽の許容限界は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の

基本方針」に記載の構造強度上の制限及び機能維持の基本方針に基づき，表 4－5 及び

表 4－6 のとおり設定する。 

また，コンクリート及び鉄筋の許容応力度を表 4－7 及び表 4－8 に示す。 
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表 4－5 応力解析による評価における許容限界 

（設計基準対象施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
地震力 部位 

機能維持のため

の考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

－ 
構造強度を

有すること 

基準地震動

Ｓｓ 

天井スラブ 

床スラブ 

部材に生じる応

力が構造強度を

確保するための

許容限界を超え

ないことを確認 

「RC-N 規準」 

に基づく 

終局強度 

弾性設計用

地震動Ｓｄ

及び 

静的地震力 

耐震壁 部材に生じる応

力が構造強度を

確保するための

許容限界を超え

ないことを確認 

「RC-N 規準」 

に基づく 

短期許容応力度 
天井スラブ 

床スラブ 

遮蔽性 

遮蔽体の損

傷により遮

蔽性能を損

なわないこ

と 

基準地震動

Ｓｓ 

天井スラブ 

床スラブ 

部材に生じる応

力が遮蔽性を維

持するための許

容限界を超えな

いことを確認 

「RC-N 規準」 

に基づく 

短期許容応力度＊ 

弾性設計用

地震動Ｓｄ

及び 

静的地震力 

耐震壁 部材に生じる応

力が遮蔽性を維

持するための許

容限界を超えな

いことを確認 

「RC-N 規準」 

に基づく 

短期許容応力度 
天井スラブ 

床スラブ 

注記＊：許容限界は終局強度に対し妥当な安全余裕を有したものとして設定することと

し，さらなる安全余裕を考慮して短期許容応力度とする。 
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表 4－6 応力解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
地震力 部位 

機能維持のた

めの考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

－ 
構造強度を

有すること 

基準地震動

Ｓｓ 

天井スラブ 

床スラブ 

部材に生じる

応力が構造強

度を確保する

ための許容限

界を超えない

ことを確認 

「RC-N 規準」 

に基づく 

終局強度 

遮蔽性 

遮蔽体の損

傷により遮

蔽性能を損

なわないこ

と 

基準地震動

Ｓｓ 

天井スラブ 

床スラブ 

部材に生じる

応力が遮蔽性

を維持するた

めの許容限界

を超えないこ

とを確認 

「RC-N 規準」 

に基づく 

短期許容応力度＊ 

注記＊：許容限界は終局強度に対し妥当な安全余裕を有したものとして設定することと

し，さらなる安全余裕を考慮して短期許容応力度とする。 
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表 4－7 コンクリートの許容応力度 

                 （単位：N/mm2） 

設計基準強度 

Ｆｃ 
圧縮 せん断 

32.3 21.5 1.21 

 

 

表 4－8 鉄筋の許容応力度 

                 （単位：N/mm2） 

種別 引張及び圧縮 せん断補強 

SD35 

（SD345 相当） 
345 345 
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4.4 解析モデル及び諸元 

4.4.1 天井スラブ及び床スラブ 

(1) モデル化の基本方針 

スラブの鉛直地震動による影響に対する検討において，柱，壁及びはりで囲ま

れた範囲についてモデル化する。 

スラブの解析モデルは，天井スラブ①については単位幅についてはりで支持さ

れた両端固定はりとして評価する。天井スラブ②，床スラブ①については，四辺

固定版として評価する。スラブの解析モデルを図 4－6 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 天井スラブ①（両端固定はり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 天井スラブ②（四辺固定版） 

 

図 4－6 解析モデル（1/2） 
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(c) 床スラブ①（四辺固定版） 

 

図 4－6 解析モデル（2/2） 
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(2) 解析諸元 

使用材料の物性値を表 4－9 に示す。 

 

表 4－9 使用材料の物性値 

部位 使用材料 
ヤング係数 

Ｅ（N/mm2） 

ポアソン比 

ν 

建屋部 

コンクリート＊： 

σＣ=43.1(N/mm2) 

(σＣ=440kgf/cm2) 

鉄筋：SD35 

（SD345 相当） 

2.88×104 0.2 

基礎スラブ 

コンクリート＊： 

σＣ=39.2(N/mm2) 

(σＣ=400kgf/cm2) 

鉄筋：SD35 

（SD345 相当） 

2.79×104 0.2 

注記＊：実強度に基づくコンクリート強度 

 

 

4.4.2 耐震壁 

(1) モデル化の基本方針 

耐震壁の応力は，Ⅴ-2-2-9「コントロール建屋の地震応答計算書」に基づき評

価する。 

 

(2) 解析諸元 

使用材料の物性値を表 4－10 に示す。 

 

表 4－10 使用材料の物性値 

部位 使用材料 
ヤング係数 

Ｅ（N/mm2） 

ポアソン比 

ν 

建屋部 

コンクリート＊： 

σＣ=43.1(N/mm2) 

(σＣ=440kgf/cm2) 

鉄筋：SD35 

（SD345 相当） 

2.88×104 0.2 

基礎スラブ 

コンクリート＊： 

σＣ=39.2(N/mm2) 

(σＣ=400kgf/cm2) 

鉄筋：SD35 

（SD345 相当） 

2.79×104 0.2 

注記＊：実強度に基づくコンクリート強度 
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4.5 評価方法 

4.5.1 天井スラブ及び床スラブの応力解析方法 

(1) 荷重ケース 

作用荷重のうち地震荷重は，固定荷重及び積載荷重と同じ下向きに作用する

場合に生じる応力が最大となるため，地震荷重は鉛直下向きの場合のみ考慮す

る。 

 

(2) 長期荷重の算出方法 

長期荷重時の端部曲げモーメント，中央部曲げモーメント及びせん断力の算

出方法は下式のとおり算出する。長期荷重時の端部曲げモーメント，中央部曲

げモーメント及びせん断力を表 4－11 に示す。 

 

（両端固定はり） 

・端部曲げモーメント(ＭＥ) 

ＭＥ ＝ 12
1

 ｗ･ｌ2 

・中央部曲げモーメント(ＭＣ) 

ＭＣ ＝
24
1

ｗ･ｌ2 

・せん断力(ＱＥ) 

ＱＥ ＝
2
1

ｗ･ｌ 

 

ここで， 

ｌ ：有効スパン（m） 

ｗ ：単位面積あたりの長期荷重（kN/m2） 

 

（四辺固定版） 

・短辺の端部曲げモーメント(Ｍx1) 

Ｍx1 ＝
12
1

 ｗx･ｌx
2 

・短辺の中央部曲げモーメント(Ｍx2) 

Ｍx2 ＝
18
1
ｗx･ｌx

2 

・短辺のせん断力(Ｑx) 

Ｑx ＝0.52ｗ･ｌx 
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・長辺の端部曲げモーメント(Ｍy1) 

Ｍy1 ＝
24
1

 ｗ･ｌx
2 

・長辺の中央部曲げモーメント(Ｍy2) 

Ｍy2 ＝
36
1
ｗ･ｌ x

2 

・長辺のせん断力(Ｑy) 

Ｑy ＝0.46ｗ･ｌx 

 

ここで， 

ｌx ：短辺有効スパン（m） 

ｌｙ ：長辺有効スパン（m） 

ｗ ：単位面積あたりの長期荷重（kN/m2） 

ｗx ＝ 4

y

4

x

4

y

ll

l

 
ｗ 

  





 

35 

K
7
 
①

 Ⅴ
-
2
-
8
-
4-
3
 
R
0 

表 4－12 地震応答解析による最大応答加速度 

(a) 弾性設計用地震動Ｓｄ 

質点番号 
T.M.S.L. 

（m） 

最大値 

(m/s2) 

1 24.1 4.68 

2 17.3 4.50 

 

(b) 基準地震動Ｓｓ 

質点番号 
T.M.S.L. 

（m） 

最大値 

(m/s2) 

1 24.1 9.36 

2 17.3 9.09 
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表 4－13 鉛直震度より算出した端部曲げモーメント，中央部曲げモーメント 

及びせん断力 

(a) 弾性設計用地震動Ｓｄ 

部位 
検討用 

鉛直震度 
方向 

端部曲げ 

モーメント 

(kN･m/m) 

中央部曲げ 

モーメント 

(kN･m/m) 

せん断力 

(kN/m) 

天井スラブ① 1.48 短辺(NS) 11.7 5.8 31.8 

天井スラブ② 1.48 
短辺(EW) 228.2 152.1 252.0 

長辺(NS) 135.3 90.2 223.0 

床スラブ① 1.46 
短辺(NS) 108.3 72.2 130.7 

長辺(EW) 69.1 46.1 115.6 

 

 

(b) 基準地震動Ｓｓ 

部位 
検討用 

鉛直震度 
方向 

端部曲げ 

モーメント 

(kN･m/m) 

中央部曲げ 

モーメント 

(kN･m/m) 

せん断力 

(kN/m) 

天井スラブ① 1.96 短辺(NS) 15.5 7.7 42.2 

天井スラブ② 1.96 
短辺(EW) 302.2 201.4 333.8 

長辺(NS) 179.2 119.5 295.3 

床スラブ① 1.93 
短辺(NS) 143.1 95.4 172.7 

長辺(EW) 91.4 60.9 152.8 
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4.5.2 耐震壁の応力解析方法 

水平地震力は，弾性設計用地震動Ｓｄに対する地震応答解析より算定される動

的地震力及び層せん断力係数 3.0Ｃｉより算定される静的地震力より設定する。 

Ｓｄ地震荷重は，弾性設計用地震動Ｓｄに対する質点系モデルの中央制御室（上

部）レベル（T.M.S.L.17.3～24.1m 部材番号 1）及び中央制御室（下部）レベル

（T.M.S.L.12.3～17.3m 部材番号 2）の最大応答せん断力より設定する。材料物性

の不確かさを考慮した中央制御室（上部）レベル及び中央制御室（下部）レベル

における層せん断力を表 4－14 に示す。 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力は静的地震力を上回るため，弾性設計用地

震動Ｓｄによる地震力により耐震壁の検討を行う。 

 

表 4－14 層せん断力（弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力及び静的地震力） 

部位 方向 

層せん断力（×103kN） 

弾性設計用地

震動Ｓｄによ

る地震力 

静的地震力 

中央制御室（上部）レベル 

部材番号 1 

（T.M.S.L.17.3～24.1m） 

NS 55.1 36.9 

EW 48.0 36.2 

中央制御室（下部）レベル 

部材番号 2 

（T.M.S.L.12.3～17.3m） 

NS 121 白 77.1 

EW 107 白 77.1 
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4.5.3 天井スラブ及び床スラブの断面評価方法 

(1) 曲げモーメントに対する断面の評価方法 

断面の評価は，「RC-N 規準」に基づき，評価対象部位に生じる曲げモーメン

トが，次式をもとに計算した短期許容曲げモーメントを超えないことを確認す

る。 

 

ＭＡ＝ａｔ･ｆｔ･ｊ 

ここで， 

ＭＡ ：短期許容曲げモーメント（N･mm） 

ａｔ ：引張鉄筋断面積（mm2） 

ｆｔ ：引張鉄筋の短期許容引張応力度（N/mm2） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

 

(2) 面外せん断力に対する断面評価方法 

断面の評価は，「RC-N 規準」に基づき，評価対象部位に生じる面外せん断力

が，次式をもとに計算した許容面外せん断力を超えないことを確認する。 

 

ＱＡ＝ｂ･ｊ･α･ｆｓ 

ここで， 

ＱＡ ：許容面外せん断力（N） 

ｂ ：断面の幅（mm） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

ｆｓ ：コンクリートの短期許容せん断応力度（N/mm2） 

α ：許容せん断力の割増し係数 

（2 を超える場合は 2，1 未満の場合は 1 とする。） 

α＝
1Ｍ/(Ｑ・ｄ)

4

 
 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｑ ：せん断力（N） 

ｄ ：断面の有効せい（mm） 
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4.5.4 耐震壁の断面評価方法  

Ｓｄ地震時について，せん断力による応力は，すべて鉄筋で負担し，また，曲

げモーメントにより生じる引張応力についても，鉄筋で負担することとし，必要

鉄筋比が設計鉄筋比を超えていないことを確認する。 
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5. 評価結果（中央制御室遮蔽） 

5.1 地震応答解析による評価結果 

鉄筋コンクリート造耐震壁について，Ｓｓ地震時の各階の最大せん断ひずみが許容

限界（2.0×10-3）を超えないことを確認する。各階の耐震壁の最大せん断ひずみ一

覧を表 5－1 に，質点系モデルを図 5－1 に，最大せん断ひずみをせん断スケルトン曲

線にプロットした図を図 5－2 に示す。 

材料物性の不確かさを考慮した最大せん断ひずみは，0.172×10-3（部材番号 2，NS

方向，Ss-2，ケース 5）であり，許容限界（2.0×10-3）を超えないことを確認した。 

 

 

表 5－1 耐震壁の最大せん断ひずみ 

部位 階 方向 ケース 

最大せん断 

ひずみ 

(×10-3) 

許容限界 

(×10-3) 

中央制御室（上部）レベル 

部材番号 1 

（T.M.S.L.17.3～24.1m） 

2 

NS 
Ss-1， 

ケース 5 
0.119 

2.0 

EW 
Ss-1， 

ケース 5 
0.121 

中央制御室（下部）レベル 

部材番号 2 

（T.M.S.L.12.3～17.3m） 

1 

NS 
Ss-2， 

ケース 5 
0.172 

EW 
Ss-1， 

ケース 3 
0.143 
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注 1 ：数字は質点番号を示す。 

注 2 ： □ 内は部材番号を示す。 

 

図 5－1 基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対する質点系モデル（水平方向） 
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（NS 方向，Ss-1，ケース 5，2F） 

 

 

（NS 方向，Ss-2，ケース 5，1F） 

図 5－2 せん断スケルトン曲線上の最大せん断ひずみ（1/2） 
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（EW 方向，Ss-1，ケース 5，2F） 

 

 

（EW 方向，Ss-1，ケース 3，1F） 

図 5－2 せん断スケルトン曲線上の最大せん断ひずみ（2/2） 
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5.2 応力解析による評価結果 

5.2.1 天井スラブ及び床スラブの評価結果 

スラブの配筋一覧を表 5－2 に示す。また，「4.5.3 天井スラブ及び床スラブの

断面評価方法」に基づいた断面の評価結果を表 5－3 及び表 5－4 に示す。 

Ｓｄ地震時及びＳｓ地震時において，発生値が許容限界を超えないことを確認

した。 

 

表 5－2 スラブの配筋一覧 

(a) 天井(RF，T.M.S.L.24.1m) 

天井スラブ 方向 

上ば筋 下ば筋 

配筋 
断面積

(mm2/m) 
配筋 

断面積

(mm2/m) 

天井スラブ① NS D13@200 635 D13@200 635 

天井スラブ② 
NS 

D22@200 1935 D22@200 1935 
EW 

 

 

(b) 床(2F，T.M.S.L.17.3m) 

床スラブ 方向 

上ば筋 下ば筋 

配筋 
断面積

(mm2/m) 
配筋 

断面積

(mm2/m) 

床スラブ① 
NS 

D19@200 1435 D19@200 1435 
EW 
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表 5－3 評価結果（弾性設計用地震動Ｓｄ）（3/3） 

床スラブ① 

方向 短辺（NS）方向 長辺（EW）方向 

厚さｔ(mm)×幅ｂ(mm) 500×1000 

有効せいｄ(mm) 440 410 

配
筋 

上ば筋 
D19@200 

(1435mm2/m) 

D19@200 

(1435mm2/m) 

下ば筋 
D19@200 

(1435mm2/m) 

D19@200 

(1435mm2/m) 

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト 

発生曲げモーメント

Ｍ(kN･m/m) 
108.3 69.1 

許容限界ＭＡ 

(kN･m/m) 
190.6 177.6 

検定値Ｍ/ＭＡ 0.57 0.39 

面
外
せ
ん
断
力 

発生せん断力Ｑ

(kN/m) 
130.7 115.6 

せん断スパン比によ

る割増し係数 α 
1.0 1.0 

許容限界ＱＡ(kN/m) 465.9 434.1 

検定値Ｑ/ＱＡ 0.29 0.27 

判定 可 可 
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表 5－4 評価結果（基準地震動Ｓｓ）（3/3） 

床スラブ① 

方向 短辺（NS）方向 長辺（EW）方向 

厚さｔ(mm)×幅ｂ(mm) 500×1000 

有効せいｄ(mm) 440 410 

配
筋 

上ば筋 
D19@200 

(1435mm2/m) 

D19@200 

(1435mm2/m) 

下ば筋 
D19@200 

(1435mm2/m) 

D19@200 

(1435mm2/m) 

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト 

発生曲げモーメント

Ｍ(kN･m/m) 
143.1 91.4 

許容限界ＭＡ 

(kN･m/m) 
190.6 177.6 

検定値Ｍ/ＭＡ 0.76 0.52 

面
外
せ
ん
断
力 

発生せん断力Ｑ

(kN/m) 
172.7 152.8 

せん断スパン比によ

る割増し係数 α 
1.0 1.0 

許容限界ＱＡ(kN/m) 465.9 434.1 

検定値Ｑ/ＱＡ 0.38 0.36 

判定 可 可 
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5.2.2 耐震壁の評価結果 

評価対象とする耐震壁を示したものを図 5－3 に，配筋一覧を表 5－5 に示す。

また，「4.5.4 耐震壁の断面評価方法」に基づいた断面の評価結果を表 5－6 に

示す。 

Ｓｄ地震時において，必要鉄筋比が設計鉄筋比を超えないことを確認した。 
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6. 基本方針（中央制御室バウンダリ） 

6.1 位置 

中央制御室バウンダリは，コントロール建屋の一部を構成している。中央制御室バ

ウンダリを含むコントロール建屋の位置を図 6－1 に示す。 

 

 

 

 

図 6－1 中央制御室バウンダリを含むコントロール建屋の設置位置 
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注：東京湾平均海面（以下「T.M.S.L.」という。） 

 

図 6－2 中央制御室バウンダリの範囲（平面図） 

 

 

 

図 6－3 中央制御室バウンダリの範囲（評価対象範囲） 

 

  

（1F，T.M.S.L.12.3m） （2F，T.M.S.L.17.3m） 

中央制御室（上部） 
中央制御室（下部） 
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6.3 評価方針 

中央制御室バウンダリは，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に示すとおり，換気設

備とあいまって，気密性維持の境界において気圧差を確保することで必要な気密性を

維持する設計とする。なお，重大事故等対処施設においては「常設耐震重要重大事故

防止設備及び常設重大事故緩和設備」に分類される。 

中央制御室バウンダリは，中央制御室を取り囲む壁，床スラブ及び天井スラブで構

成されており，設計基準対象施設としての評価においては，Ｓｓ地震時に対する評価

を行う。 

中央制御室バウンダリの評価は，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，「7. 地

震応答解析による評価方法（中央制御室バウンダリ）」においては耐震壁についてせ

ん断ひずみの評価を，「8. 応力解析による評価方法（中央制御室バウンダリ）」に

おいては床スラブ及び天井スラブについて断面の評価を行うことで，地震時の構造強

度及び機能維持の確認を行う。機能維持の確認において，建物・構築物の構造強度の

許容限界であるせん断ひずみを用いて算定した空気漏えい量が，設置する換気設備の

性能を下回ることで必要な気密性を維持する設計とする（別紙「中央制御室の気密性

に関する計算書」参照）。それぞれの評価は，Ⅴ-2-2-9「コントロール建屋の地震応

答計算書」の結果を踏まえたものとする。評価にあたっては材料物性の不確かさを考

慮する。 

重大事故等対処施設としての評価においては，Ｓｓ地震時に対する評価を行う。こ

こで，中央制御室バウンダリでは，運転時，設計基準事故時及び重大事故等時の状態

において，圧力，温度等の条件について有意な差異がないことから，重大事故等対処

施設としての評価は，設計基準対象施設としての評価と同一となる。 

中央制御室バウンダリの評価フローを図 6－4 に示す。 
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注記＊：Ⅴ-2-2-9「コントロール建屋の地震応答計算書」の結果を踏まえた評価を行う。 

 

図 6－4 中央制御室バウンダリの評価フロー 

 

  

評価開始 

基本方針 

地震応答解析による評価＊ 

 

 

 

 

 

 

応力解析による評価＊ 

断面の評価 

評価終了 

耐震壁のせん断ひずみ

の評価 

○機能維持の確認 

・気密性の維持 

○機能維持の確認 

・気密性の維持 
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6.4 適用規格・基準等 

中央制御室バウンダリの評価において，適用する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本

建築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2005

制定） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会）） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電

気協会） 
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7. 地震応答解析による評価方法（中央制御室バウンダリ） 

中央制御室バウンダリの気密性維持については，Ⅴ-2-2-9「コントロール建屋の地震

応答計算書」に基づき，材料物性の不確かさを考慮した耐震壁の最大せん断ひずみが許

容限界を超えないことを確認する。 

地震応答解析による評価における中央制御室バウンダリの許容限界は，Ⅴ-2-1-9「機

能維持の基本方針」に基づき，表 7－1 及び表 7－2 のとおり設定する。 
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表 7－1 地震応答解析による評価における許容限界 

（設計基準対象施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持の 

ための考え方 

許容限界 

(評価基準値) 

気密性 

換気性能とあ

いまって気密

性能を維持す

ること 

基準地震動 

Ｓｓ 
耐震壁*1 

最大せん断ひずみが

気密性を維持するた

めの許容限界を超え

ないことを確認 

最大せん断 

ひずみ 

2.0×10-3 *2 

注記＊1：建屋全体としては，地震力を主に耐震壁で負担する構造となっており，柱，はり，

間仕切壁等が耐震壁の変形に追従すること，また，全体に剛性の高い構造となっ

ており複数の耐震壁間の相対変形が小さく床スラブの変形が抑えられるため，各

層の耐震壁が最大せん断ひずみの許容限界を満足していれば，建物・構築物に要

求される機能は維持される。 

  ＊2：事故時に換気性能とあいまって居住性を維持できる気密性を有する設計とし，地

震時においてもその機能を維持できる設計とする。耐震壁の気密性に対する許容

限界の適用性は，「別紙 中央制御室の気密性に関する計算書」に示す。 
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表 7－2 地震応答解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上の 

性能目標 
地震力 部位 

機能維持の 

ための考え方 

許容限界 

(評価基準値) 

気密性 

換気性能とあ

いまって気密

性能を維持す

ること 

基準地震動 

Ｓｓ 
耐震壁*1 

最大せん断ひずみが

気密性を維持するた

めの許容限界を超え

ないことを確認 

最大せん断 

ひずみ 

2.0×10-3 *2 

注記＊1：建屋全体としては，地震力を主に耐震壁で負担する構造となっており，柱，はり，

間仕切壁等が耐震壁の変形に追従すること，また，全体に剛性の高い構造となっ

ており複数の耐震壁間の相対変形が小さく床スラブの変形が抑えられるため，各

層の耐震壁が最大せん断ひずみの許容限界を満足していれば，建物・構築物に要

求される機能は維持される。 

  ＊2：事故時に換気性能とあいまって居住性を維持できる気密性を有する設計とし，地

震時においてもその機能を維持できる設計とする。耐震壁の気密性に対する許容

限界の適用性は，「別紙 中央制御室の気密性に関する計算書」に示す。 
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8. 応力解析による評価方法（中央制御室バウンダリ） 

8.1 対象部位及び評価方針 

中央制御室バウンダリの応力解析による評価対象部位は，中央制御室バウンダリを

構成する天井スラブ及び床スラブとし，弾性応力解析により評価を行う。弾性応力解

析にあたっては，Ⅴ-2-2-9「コントロール建屋の地震応答計算書」による結果を用い

て，荷重の組合せを行う。 

(1) Ｓｓ地震時に対する評価 

Ｓｓ地震時に対する評価は，材料物性の不確かさを考慮した鉛直方向の地震力と

地震力以外の荷重の組合せの結果，発生する応力が，「RC-N 規準」に基づき設定し

た許容限界を超えないことを確認する。 

評価については，各断面についてスラブのスパン，スラブに作用する荷重等を考

慮して，検定値が大きい部材を選定して示す。応力解析による評価フローを図 8－

1 に，選定した部材を図 8－2 に示す。 

なお，水平方向の地震荷重に対する評価は，建屋全体が剛性の高い構造となって

おり，耐震壁間での相対変形が小さく，スラブの面内変形が抑えられることから，

「7. 地震応答解析による評価方法（中央制御室バウンダリ）」に含まれる。 
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図 8－1 天井スラブ及び床スラブの応力解析による評価フロー 

 

  

評価開始 

地震荷重（鉛直方向）＊ 鉛直荷重 

V-2-2-9「コントロール建屋の 

地震応答計算書」 

（鉛直方向の応答加速度） 

荷重の組合せ 

許容限界の設定 

Ｓｓ地震時の応力解析 

断面の評価 

評価終了 

解析モデル及び諸元の設定 

注記＊：材料物性の 不確かさ  

    を考慮する 。  
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(a) 中央制御室（上部）天井スラブ 

（RF，T.M.S.L.24.1m） 

図 8－2 スラブの評価を記載する部材の位置（1/3） 

 

 

 

（単位：m） 
天井スラブ① 
（幅 2.2m） 

天井スラブ② 
（10.2m×6.7m） 
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8.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している荷重

及び荷重の組合せを用いる。 

 

 (1) 荷重 

a. 鉛直荷重 

表 8－1，表 8－2 及び表 8－3 に荷重の一覧を示す。固定荷重(Ｇ)，積載荷

重(Ｐ)及び積雪荷重(ＳＮＬ)は「既工認」に基づき設定する。なお，積雪

量は 280cm とし，長期は 0.7，地震時は 0.35 の係数を乗じた積雪荷重を

考慮する。 

 

表 8－1 固定荷重(Ｇ) 

部位 固定荷重（kN/m2） 

天井スラブ① 15.79 

天井スラブ② 45.11 

床スラブ① 13.24 

床スラブ② 23.34 

 

表 8－2 積載荷重(Ｐ) 

部位 積載荷重（kN/m2） 

天井スラブ① 0.88 

天井スラブ② 0.88 

床スラブ① 5.88 

床スラブ② 5.88 

 

表 8－3 積雪荷重(ＳＮＬ) 

外力の状態 積雪荷重（kN/m2） 

長期 5.79 

地震時 2.89 
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注 1 ：数字は質点番号を示す。 

注 2 ： □ 内は要素番号を示す。 

注 3 ： ○ 印の動的応答を用いる。 

 

図 8－3 基準地震動Ｓｓに対する質点系モデル（UD 方向） 
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(2) 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 8－4 に示す。 

 

表 8－4 荷重の組合せ 

状態 荷重組合せ 

Ｓｓ地震時 Ｇ+Ｐ+ＳＮＬ+Ｓｓ 

Ｇ  ：固定荷重 

Ｐ  ：積載荷重 

ＳＮＬ：積雪荷重（天井スラブのみ考慮） 

Ｓｓ ：Ｓｓ地震荷重 

 

 

8.3 許容限界 

応力解析による評価における中央制御室バウンダリの許容限界は，Ⅴ-2-1-9「機能

維持の基本方針」に記載の構造強度上の制限及び機能維持の基本方針に基づき，表 8

－5 及び表 8－6 のとおり設定する。 

また，コンクリート及び鉄筋の許容応力度を表 8－7 及び表 8－8 に示す。 
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表 8－5 応力解析による評価における許容限界 

（設計基準対象施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
地震力 部位 

機能維持のた

めの考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

気密性 

換気性能と

あいまって

気密性能を

維持するこ

と 

基準地震動

Ｓｓ 

天井スラブ 

床スラブ 

部材に生じる

応力が気密性

を維持するた

めの許容限界

を超えないこ

とを確認 

「RC-N 規準」 

に基づく 

短期許容応力度＊ 

注記＊：地震時に生じる応力に対して許容応力度設計とし，地震時及び地震後において

も気密性を維持できる設計とする。 
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表 8－6 応力解析による評価における許容限界 

（重大事故等対処施設としての評価） 

要求 

機能 

機能設計上

の性能目標 
地震力 部位 

機能維持のた

めの考え方 

許容限界 

（評価基準値） 

気密性 

換気性能と

あいまって

気密性能を

維持するこ

と 

基準地震動

Ｓｓ 

天井スラブ 

床スラブ 

部材に生じる

応力が気密性

を維持するた

めの許容限界

を超えないこ

とを確認 

「RC-N 規準」 

に基づく 

短期許容応力度＊ 

注記＊：地震時に生じる応力に対して許容応力度設計とし，地震時及び地震後において

も気密性を維持できる設計とする。 
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表 8－7 コンクリートの許容応力度 

                 （単位：N/mm2） 

設計基準強度 

Ｆｃ 
圧縮 せん断 

32.3 21.5 1.21 

 

 

表 8－8 鉄筋の許容応力度 

                 （単位：N/mm2） 

種別 引張及び圧縮 せん断補強 

SD35 

（SD345 相当） 
345 345 
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8.4 解析モデル及び諸元 

(1) モデル化の基本方針 

スラブの鉛直地震動による影響に対する検討において，柱，壁及びはりで囲まれ

た範囲についてモデル化する。 

スラブの解析モデルは，天井スラブ①については単位幅についてはりで支持され

た両端固定はりとして評価する。天井スラブ②，床スラブ①，床スラブ②について

は，四辺固定版として評価する。スラブの解析モデルを図 8－4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 天井スラブ①（両端固定はり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 天井スラブ②（四辺固定版） 

図 8－4 解析モデル（1/2） 
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(c) 床スラブ①（四辺固定版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(d) 床スラブ②（四辺固定版） 

図 8－4 解析モデル（2/2） 
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(2) 解析諸元 

使用材料の物性値を表 8－9 に示す。 

 

表 8－9 コンクリートの物性値 

部位 使用材料 
ヤング係数 

Ｅ（N/mm2） 

ポアソン比 

ν 

建屋部 

コンクリート＊： 

σＣ=43.1(N/mm2) 

(σＣ=440kgf/cm2) 

鉄筋：SD35 

（SD345 相当） 

2.88×104 0.2 

基礎スラブ 

コンクリート＊： 

σＣ=39.2(N/mm2) 

(σＣ=400kgf/cm2) 

鉄筋：SD35 

（SD345 相当） 

2.79×104 0.2 

注記＊：実強度に基づくコンクリート強度 

 

 

8.5 評価方法 

8.5.1 応力解析方法 

(1) 荷重ケース 

作用荷重のうち地震荷重は，固定荷重及び積載荷重と同じ下向きに作用する場

合に生じる応力が最大となるため，地震荷重は鉛直下向きの場合のみ考慮する。 

 

(2) 長期荷重の算出方法 

長期荷重時の端部曲げモーメント，中央部曲げモーメント及びせん断力の算出

方法は下式のとおり算出する。長期荷重時の端部曲げモーメント，中央部曲げモ

ーメント及びせん断力を表 8－10 に示す。 

 

（両端固定はり） 

・端部曲げモーメント(ＭＥ) 

ＭＥ ＝
12
1

 ｗ･ｌ2 

・中央部曲げモーメント(ＭＣ) 

ＭＣ ＝
24
1
ｗ･ｌ2 

・せん断力(ＱＥ) 
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ＱＥ ＝
2
1 ｗ･ｌ 

 

ここで， 

ｌ ：有効スパン（m） 

ｗ ：単位面積あたりの長期荷重（kN/m2） 

 

（四辺固定版） 

・短辺の端部曲げモーメント(Ｍx1) 

Ｍx1 ＝
12
1

 ｗx･ｌx
2 

・短辺の中央部曲げモーメント(Ｍx2) 

Ｍx2 ＝
18
1 ｗx･ｌx

2 

・短辺のせん断力(Ｑx) 

Ｑx ＝0.52ｗ･ｌx 

 

・長辺の端部曲げモーメント(Ｍy1) 

Ｍy1＝
24
1

 ｗ･ｌx
2 

・長辺の中央部曲げモーメント(Ｍy2) 

Ｍy2 ＝
36
1
ｗ･ｌx

2 

・長辺のせん断力(Ｑy) 

Ｑy ＝0.46ｗ･ｌx 

 

ここで， 

ｌx ：短辺有効スパン（m） 

ｌｙ ：長辺有効スパン（m） 

ｗ ：単位面積あたりの長期荷重（kN/m2） 

ｗx ＝ 4

y

4

x

4

y

ll

l

 
ｗ 
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表 8－12 鉛直震度より算出した端部曲げモーメント，中央部曲げモーメント 

及びせん断力（基準地震動Ｓｓ） 

部位 
検討用 

鉛直震度 
方向 

端部曲げ 

モーメント 

(kN･m/m) 

中央部曲げ 

モーメント 

(kN･m/m) 

せん断力 

(kN/m) 

天井スラブ① 1.96 短辺(NS) 15.5 7.7 42.2 

天井スラブ② 1.96 
短辺(EW) 302.2 201.4 333.8 

長辺(NS) 179.2 119.5 295.3 

床スラブ① 1.93 
短辺(NS) 65.5 43.7 114.2 

長辺(EW) 54.4 36.3 101.0 

床スラブ② 1.91 
短辺(EW) 121.4 81.0 153.8 

長辺(NS) 65.3 43.5 136.1 
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8.5.2 断面評価方法 

(1) 曲げモーメントに対する断面の評価方法 

断面の評価は，「RC-N 規準」に基づき，評価対象部位に生じる曲げモーメン

トが，次式をもとに短期許容曲げモーメントを超えないことを確認する。 

 

ＭＡ＝ａｔ･ｆｔ･ｊ 

ここで， 

ＭＡ ：短期許容曲げモーメント（N･mm） 

ａｔ ：引張鉄筋断面積（mm2） 

ｆｔ ：引張鉄筋の短期許容引張応力度（N/mm2） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

 

(2) 面外せん断力に対する断面評価方法 

断面の評価は，「RC-N 規準」に基づき，評価対象部位に生じる面外せん断力

が，次式をもとに計算した許容面外せん断力を超えないことを確認する。 

 

ＱＡ＝ｂ･ｊ･α･ｆｓ 

ここで， 

ＱＡ ：許容面外せん断力（N） 

ｂ ：断面の幅（mm） 

ｊ ：断面の応力中心間距離で，断面の有効せいの 7/8 倍の値（mm） 

ｆｓ ：コンクリートの短期許容せん断応力度（N/mm2） 

α ：許容せん断力の割増し係数 

（2 を超える場合は 2，1 未満の場合は 1 とする。） 

α＝
1Ｍ/(Ｑ・ｄ)

4

 
 

Ｍ ：曲げモーメント（N･mm） 

Ｑ ：せん断力（N） 

ｄ ：断面の有効せい（mm） 
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9. 評価結果（中央制御室バウンダリ） 

9.1 地震応答解析による評価結果 

鉄筋コンクリート造耐震壁について，Ｓｓ地震時の最大せん断ひずみが許容限界を

超えないことを確認する。耐震壁の最大せん断ひずみ一覧を表 9－1 に，質点系モ

デルを図 9－1 に，最大せん断ひずみをせん断スケルトン曲線にプロットした図を図 9

－2 に示す。 

材料物性の不確かさを考慮した最大せん断ひずみは，0.172×10-3（部材 2，NS 方向，

Ss-2，ケース 5）であり，許容限界（2.0×10-3）を超えないことを確認した。 

 

表 9－1 耐震壁の最大せん断ひずみ 

部位 階 方向 ケース 

最大せん断 

ひずみ 

(×10-3) 

許容限界 

(×10-3) 

中央制御室（上部）レベル 

部材番号 1 

（T.M.S.L.17.3～24.1m） 

2 

NS 
Ss-1， 

ケース 5 
0.119 

2.0 

EW 
Ss-1， 

ケース 5 
0.121 

中央制御室（下部）レベル 

部材番号 2 

（T.M.S.L.12.3～17.3m） 

1 

NS 
Ss-2， 

ケース 5 
0.172 

EW 
Ss-1， 

ケース 3 
0.143 
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注 1 ：数字は質点番号を示す。 

注 2 ： □ 内は部材番号を示す。 

 

図 9－1 基準地震動Ｓｓに対する質点系モデル（水平方向） 

 

 

 

K1 

K2 

K3 

K4 

K5 

K6 

K7 
K8 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

T.M.S.L. 

(m) 

24.1 

17.3 

12.3 

6.5 

1.0 

-2.7 

-5.5 

1 

2 

3 

4 

5 

6 
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（NS 方向，Ss-1，ケース 5，2F） 

 

 

（NS 方向，Ss-2，ケース 5，1F） 

図 9－2 せん断スケルトン曲線上の最大せん断ひずみ（1/2） 
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（EW 方向，Ss-1，ケース 5，2F） 

 

 

（EW 方向，Ss-1，ケース 3，1F） 

図 9－2 せん断スケルトン曲線上の最大せん断ひずみ（2/2） 
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9.2 応力解析による評価結果 

スラブの配筋一覧を表 9－2 に示す。また，「8.5.2 断面評価方法」に基づいた断面

の評価結果を表 9－3 に示す。 

Ｓｓ地震時において，発生値が許容限界を超えないことを確認した。 

 

表 9－2 スラブの配筋一覧 

(a) 天井(RF，T.M.S.L.24.1m) 

天井スラブ 方向 

上ば筋 下ば筋 

配筋 
断面積

(mm2/m) 
配筋 

断面積

(mm2/m) 

天井スラブ① NS D13@200 635 D13@200 635 

天井スラブ② 
NS 

D22@200 1935 D22@200 1935 
EW 

 

(b) 床(2F，T.M.S.L.17.3m) 

床スラブ 方向 

上ば筋 下ば筋 

配筋 
断面積

(mm2/m) 
配筋 

断面積

(mm2/m) 

床スラブ① 
NS 

D16@200 995 D16@200 995 
EW 

 

(c) 床(1F，T.M.S.L.12.3m) 

床スラブ 方向 

上ば筋 下ば筋 

配筋 
断面積

(mm2/m) 
配筋 

断面積

(mm2/m) 

床スラブ② 
NS 

D16@200 995 D16@200 995 
EW 
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表 9－3 評価結果（基準地震動Ｓｓ）（3/4） 

床スラブ① 

方向 短辺（NS）方向 長辺（EW）方向 

厚さｔ(mm)×幅ｂ(mm) 350×1000 

有効せいｄ(mm) 290 260 

配
筋 

上ば筋 
D16@200 

(995mm2/m) 

D16@200 

(995mm2/m) 

下ば筋 
D16@200 

(995mm2/m) 

D16@200 

(995mm2/m) 

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト 

発生曲げモーメント

Ｍ(kN･m/m) 
65.5 54.4 

許容限界ＭＡ 

(kN･m/m) 
87.1 78.1 

検定値Ｍ/ＭＡ 0.76 0.70 

面
外
せ
ん
断
力 

発生せん断力Ｑ

(kN/m) 
114.2 101.0 

せん断スパン比によ

る割増し係数 α 
1.0 1.0 

許容限界ＱＡ(kN/m) 307.1 275.3 

検定値Ｑ/ＱＡ 0.38 0.37 

判定 可 可 
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表 9－3 評価結果（基準地震動Ｓｓ）（4/4） 

床スラブ② 

方向 短辺（EW）方向 長辺（NS）方向 

厚さｔ(mm)×幅ｂ(mm) 500×1000 

有効せいｄ(mm) 440 410 

配
筋 

上ば筋 
D16@200 

(995mm2/m) 

D16@200 

(995mm2/m) 

下ば筋 
D16@200 

(995mm2/m) 

D16@200 

(995mm2/m) 

曲
げ
モ
ー
メ
ン
ト 

発生曲げモーメント

Ｍ(kN･m/m) 
121.4 65.3 

許容限界ＭＡ 

(kN･m/m) 
132.2 123.2 

検定値Ｍ/ＭＡ 0.92 0.54 

面
外
せ
ん
断
力 

発生せん断力Ｑ

(kN/m) 
153.8 136.1 

せん断スパン比によ

る割増し係数 α 
1.0 1.0 

許容限界ＱＡ(kN/m) 465.9 434.1 

検定値Ｑ/ＱＡ 0.34 0.32 

判定 可 可 
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1. 概要 

「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」（昭和 53 年 9 月制定）における A ク

ラスの施設の気密性について，原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１-1987

（（社）日本電気協会）（以下「ＪＥＡＧ４６０１-1987」という）では，Ｓ１地震動に

対し弾性範囲であることを確認することで，機能が維持されるとしている。 

機能維持の設計方針では，耐震壁のせん断ひずみが概ね弾性状態にとどまることを基

本としたうえで，概ね弾性状態を超える場合は，地震応答解析による耐震壁のせん断ひ

ずみから算定した空気漏えい量が，設置する換気設備の性能を下回ることで必要な気密

性を維持する設計としている。その場合，気密性を要求される施設に対し，基準地震動

ＳＳによる鉄筋コンクリート造耐震壁の許容限界を最大せん断ひずみ 2.0×10-3としてい

る。 

中央制御室遮蔽の地震応答解析による評価において，鉄筋コンクリート造耐震壁の許

容限界として設定した最大せん断ひずみ 2.0×10-3 の適用性について確認するために，

耐震壁のせん断ひび割れと空気漏えい量の関係に係る既往の知見を整理するとともに，

中央制御室空調装置の処理対象となるバウンダリ（以下「中央制御室バウンダリ」とい

う。）における空気漏えい量に対する影響を評価する。 

 

2. 既往の知見等の整理 

（財）原子力発電技術機構は，「原子力発電施設耐震信頼性実証試験に関する報告書＊1」

において，ＪＥＡＧ４６０１-1987 による許容限界の目安値（Ｓ 2 地震時に対してせん

断変形角 2/1000 rad，静的地震力に対して τ＝τ u/1.5）において想定されるひび割れ

を残留ひび割れと仮定した場合の外気侵入量を算出し，気圧差維持のためのファン容量

と比較することで，空気漏えい量に対する評価を実施している。その結果「残留ひび割

れからの外気侵入量は，ファン容量に比較すると無視できるほど小さいことが明らかに

なった」としている。 

また，（財）原子力発電技術機構は，「原子炉建屋の弾塑性試験に関する報告書＊2」に

おいて，耐震壁の残留ひび割れからの通気量の評価式が，十分に実機への適用性がある

ことを確認している。更に，開口部の存在による通気量割増率の評価式も示されており，

「開口部の残留ひび割れ幅の割増率がおおよそ推定できる」としている。 

したがって，中央制御室バウンダリを構成する壁が鉄筋コンクリート造であり，壁厚

も「原子炉建屋の弾塑性試験に関する報告書」に示される壁厚と同程度であることから，

同文献にて提案されている各評価式を用い，中央制御室バウンダリにおける空気漏えい

量の算出を行う。以下に評価式を示す。 
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総漏えい量 

Ｑ・Ａ・ΔＱ (L/min) ····················································· (2.1) 

ここで， 

 Ａ ：壁の面積（m2） 

 

Ｑ＝Ｃ・γ２．５７・ΔＰ／Ｔ ················································ (2.2) 

ここで， 

 Ｑ ：単位面積あたりの流量（L/min/m2） 

 Ｃ ：定数 

   （中央値は 2.24×106，95%非超過値は 1.18×107，5%非超過値は 4.21×105） 

 γ ：最大せん断ひずみ 

 ΔＰ：差圧（mmAq） 

 Ｔ ：壁厚（m） 

 

Δ
Ｑ
= α －１ ・

Ｑ´

Ｑ
０

－１ －１ ・β +１ ································ (2.3) 

ここで， 

 ΔＱ：通気量割増率 

 α   ：通気量割増範囲（＝3） 

 
Ｑ´

Ｑ
０

 ：定数 

   (中央値とみなされる評価法では 1.81，安全側とみなされる評価法では 7.41) 

 β  ：壁の見付け面積に対する開口の総面積 

 

 

 

注記＊1：財団法人 原子力発電技術機構「原子力発電施設耐震信頼性実証試験原子炉建屋 

     総合評価 建屋基礎地盤系評価に関する報告書（その 2）平成 8 年度」 

  ＊2：財団法人 原子力発電技術機構「耐震安全解析コード改良試験 原子炉建屋の 

     弾塑性試験 試験結果の評価に関する報告書 平成 5 年度」 
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（a）平面図(左：T.M.S.L. 12.3m 平面図，右：T.M.S.L. 17.3m 平面図) 

 

 

 

（b）中央制御室バウンダリの概要 

図 3－1 中央制御室バウンダリの範囲  

中央制御室（下部） 
中央制御室（上部） 

：中央制御室バウンダリ 
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 3.4 検討結果 

中央制御室バウンダリについて総漏えい量から算出した空気流入率は，被ばく評価

用に用いる空気流入率を超えないことを確認した。 

よって，中央制御室バウンダリは，鉄筋コンクリート造耐震壁の許容限界を最大せ

ん断ひずみ 2.0×10-3 とした場合において，換気設備とあいまって機能を維持できる

気密性を有している。 

 

4. まとめ 

中央制御室バウンダリは，鉄筋コンクリート造耐震壁の許容限界として設定した最

大せん断ひずみ 2.0×10-3 を適用した場合において，換気設備とあいまって機能を維

持できる気密性を有していることを確認した。 

以上より，中央制御室遮蔽の地震応答解析による評価において，換気設備とあいま

って気密性を維持するために設定する許容限界として，最大せん断ひずみ 2.0×10-3

を用いることの適用性を確認した。 
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